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自動車依存度の高い地方都市圏を対象に，環境意識と社会的同調効果を考慮して，都市交通政策および

CEV普及促進策が，自動車利用抑制と低排出車両への更新の両面から，温室効果ガス排出削減の進展に与

える影響を把握することを目的とする．このため，通勤バス運行および課金政策に関するアンケート調査

結果から，通勤交通手段転換モデルおよびCEV保有モデルを構成する．ここで，環境意識および社会的同

調性を要因として考慮した通勤交通手段選択モデルおよびCEV保有意向モデルに社会的ネットワークモデ

ルを組み合わせることで，交通行動者の意思決定に社会的同調性が与える影響を把握するためのマルチエ

ージェント交通シミュレーション（MAS）を構築する．このように構成したMASを用いて，各種の交通

政策に関して通勤交通手段転換状況とCEVの普及促進状況および温室効果ガス排出削減状況を推計する． 
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1. はじめに 

 

環境的に持続可能な交通システムの実現のためには，

自動車技術の革新による温室効果ガスの排出量抑制だけ

でなく，過度な自動車利用の抑制が課題として挙げられ

る1)．このため，代替交通手段となる公共交通，自転車

などのサービス水準の向上を図るとともに，地球環境問

題への認識を深めることにより，交通手段転換を促進す

る必要がある2)．しかしながら，自動車依存度の高い地

方都市圏では，公共交通のサービス水準が低く，交通手

段転換の促進は容易ではない．このため，自動車からの

温室効果ガス排出削減を図るためには，電気自動車

（EV）・プラグインハイブリッド自動車（PHV）のよ

うなクリーンエネルギー車両（CEV: clean energy vehicle）

への保有車両の更新を促進することも必要である． 

交通手段転換の促進に関して，先行研究では，地方都

市の郊外部に位置する勤務地への通勤者を対象に，その

環境意識を考慮して，通勤交通手段転換に関わる意思決

定構造について分析を行っている3). そこでは，公共交

通機関のサービス水準向上による転換意図の形成に「地

球温暖化への関心」が関係していることが示されている． 

一方で，環境負荷の低い通勤交通手段の利用促進に関

する既往研究において，他の交通行動者の協力率が交通

手段選択に影響することが明らかにされている4)．個人

の行動は，他者の意見及び行動に影響を受けることが認

識されており，社会的同調性と呼ばれている5)． 

交通行動における社会的相互作用に着目した研究とし

ては，体系的なレビューに基づいて，違法駐輪問題を対

象とした交通行動主体の同調行動についての均衡分析が

参照できる6), 7)．そこでは，個人が属する準拠集団の全

構成員から平均的に影響を受ける大域的相互作用

（global interaction）を仮定したアプローチが採用されて

いる．その後の海外での研究レビュー8)を参照すると，

交通手段選択モデルに社会的相互作用が内包され，その

影響を定量的に推計している研究9) -11)もみられる． 

一方，EVの普及促進に関しても，Webアンケート調

査結果に基づいて，社会的同調効果がEV保有意向に影

響することが明らかにされている12)．ここでの社会的同

調効果とは，社会全体でのEVの購入シェアの向上が，

各個人のEV保有意向を高めることを指す． 

ここで，特定個人間における社会的相互作用である局

所的相互作用（local interaction）に着目すると，パーク&

バスライド選択行動を対象としたマルチエージェントシ

ミュレーション（MAS）による研究が試行されている13)．

さらに，エージェント間の関係性の表現し，関係性の強

弱によって，交通手段転換の促進に与える影響の差異が

発現することを表現した研究例もある14)．CEVの普及に

関しても，局所的な同調効果を表現するためのMASモ
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デルが構築されている15)．また，環境意識に関する局所

的相互作用が社会全体のCEV普及に及ぼす影響について

も推計がなされている16)．これらのMASモデルの特徴は，

エージェント間の局所的相互作用の表現のために，small 

world network モデル17)により社会的ネットワークを記述

していることである． 

本研究では，この局所的相互作用に主眼をおいて，交

通政策による影響を，通勤交通手段転換およびCEV保有

促進の両面から分析することとする．しかしながら，社

会的同調性は個人により相違すると考えられる．したが

って，社会的同調性についての個人の異質性を明示的に

組み込んだ分析フレームを適用することが必要となる．

ここでマーケティングの分野では「消費者は同質ではな

く異質である」との認識に基づいて，個々の消費者の異

質性に対応した戦略が提唱されている．これに対応して，

ミクロ計量経済学の分野においては，消費者は異質であ

るが共通する部分もあるとの論理で，異質性を推定する

際に不足する情報を共通性で補うといったモデリング法

である階層ベイズモデルが提案されている18)． 

 このようなことから，個人の異質性および社会的同調

性が通勤交通手段転換意向へ与える影響の分析に，階層

ベイズモデルを適用し，MASモデルにより，その波及

効果を計測している19)．しかしながら，交通政策がCEV

の普及促進に与える影響が考慮されていないことが課題

として残されている．一方，CEV保有に関しても，個人

の異質性および社会的同調性を車種選択モデルに取り込

んだ階層ベイズモデルを構築し，MASモデルにより普

及過程への影響を計測している20)．こちらでは，通勤交

通手段転換は表現されず，CEV普及政策が通勤交通手段

転換意向へ与える影響は考慮されていない． 

 そこで本研究では，個人の異質性および社会的同調性

が通勤交通手段転換意向だけでなくCEV保有意向にも与

える影響を考慮して，温室効果ガス排出削減のための交

通政策が自動車利用抑制と低排出車両への更新の両面へ

与える影響およびその進展を把握することを目的とする． 

このため，通勤交通手段転換および車両保有に関する意

向調査結果に基づいて，温室効果ガス排出削減に向けた

交通政策に対する交通行動者の意思決定構造をモデル化

する．個人の異質性および社会的同調性を考慮した通勤

交通手段選択モデルおよび保有車種選択モデルに small 

world network モデルによる社会的ネットワークモデルを

組み合わせることで，交通行動者の意思決定に社会的同

調性が与える影響を把握するためのMASモデルを構築

する．このように構成したMASモデルを用いて，温室

効果ガス排出削減のための交通政策に関して通勤交通手

段転換状況とCEVの普及促進状況を推計する． 

 

 

2. 自動車保有・利用意向調査と現状把握 

 

 本章では，温室効果ガス排出削減のための交通政策を

検討し，その交通政策に応じた自動車通勤者の転換意向

を把握するための調査概要を整理するとともに，通勤交

通と環境意識の現状を把握する． 

 

(1) 温室効果ガス排出削減のための交通政策 

温室効果ガス排出削減に向けて，通勤交通手段の転換

およびCEV保有を促進することを目指し，交通政策を検

討する．自動車依存度の高い地方都市圏においては，

少々の公共交通サービス水準向上のみでは，通勤交通手

段の転換を促進することは期待できない．このため，複

数の自動車利用抑制策を組み合わせたパッケージ政策の

策定が必要となる．  

 地方都市における公共交通サービス水準の向上のため

には，基幹交通としてのLRT導入が考えられる．しかし

ながら，導入には費用負担など多くの議論を要する．こ

のため，バス交通サービスを向上させることを目指した

「エコ通勤バス（BRT）」の導入を検討する．具体的に

は，居住地の最寄バス停留所と勤務先の最寄バス停留所

間を結ぶバス路線が設置され，通勤時間帯（6～9時台お

よび17～20時台）に1時間2本の運行頻度で，乗り換え無

しで到着できるサービスを想定する． 

この「エコ通勤バス」による公共交通サービス水準の

向上により代替交通手段を確保した上で，自動車利用の

抑制のために経済的インセンティブ政策を検討する． 

地球温暖化問題への経済学的アプローチの一例として，

環境税が挙げられる．本研究では，ガソリンの消費に対

して課金する「排出量課金」を検討する．このため，同

一距離を走行する場合においても，利用車両の燃費によ

り課金額が異なる．たとえば，片道の通勤距離が10km

であり，利用車両の燃費が10km/ lであるときに，税率が

100円/ lの場合には，課金額は100円となる． 

 以上のように，公共交通サービス水準の向上のための

「エコ通勤バス」の運行に加えて，経済的インセンティ

ブとして「排出量課金」について，通勤交通手段転換の

促進効果およびCEV保有促進効果を分析することとする． 

  

(2) 自動車保有・利用意向調査の概要 

 自動車依存度の高い地方都市圏である徳島県を対象に，

通勤交通手段転換意向およびCEV保有意向を把握するた

めに，インターネットアンケート調査サイトを利用して

Webアンケート調査を実施した．20歳以上の徳島県在住

者を対象に，2012年11月にアンケート調査依頼を行い，

有効回答サンプル 480 票を得ている．調査項目の構成は，

個人属性，保有車両と利用の現状，現状の通勤交通，交

通政策に対する交通手段転換意向およびCEV保有意向，
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環境意識と取り組みに分類できる． 

被験者属性に関して，性別は男性が61%とやや多い．

年齢層構成では，徳島県の人口構成と比較して，60歳以

上の高い年齢層の被験者が少なく，30~49歳の被験者が

多い．また，被験者の自動車運転免許保有率は99.4%で

あり，ほとんどの被験者が自動車運転免許を保有してい

る．世帯構成については，夫婦と子の二世代世帯が46%

と多く，ついで夫婦のみの世帯の20%となっている．ま

た単身世帯および三世代同居世帯もそれぞれ1割以上の

割合で含まれている． 

 

(3) 通勤交通の現状に関する整理 

上記のアンケート調査結果に基づいて，通勤交通の現

状について整理する．ここでは通勤していないサンプル

を除いた381サンプルを対象とする．自動車利用通勤者

の割合は77%と高く，ついで二輪の割合が15%であり，

公共交通利用者は極めて少数であるのが特徴的である．

徳島広域都市圏パーソントリップ調査結果（2000年実施）

と比較すると，自動車利用割合が若干高いものの，概ね

同様な構成比となっている．自動車利用通勤者の通勤距

離は平均で約11kmとなっている．また，自動車利用通

勤者の保有車両の平均燃費は約13km/lであった． 

つぎに，自動車利用通勤を行っている292サンプルを

対象に，代替交通手段について整理する．公共交通手段

などのサービス水準が低いこともあり，「代替交通手段

はない」との回答が最も多く36%を占めている．また代

替交通手段としては，公共交通が25%，自転車が24%と

ほぼ同程度である． 

 

(4) 環境意識に関する整理 

 自動車利用通勤者の環境意識として，被験者の地球温

暖化問題への関心および温暖化防止のための協力意向に

ついて分析する．温暖化防止のための協力意向としては，

温室効果ガス排出削減のために「労力」を負担する意向，

「時間」を負担する意向および「費用」を負担する意向

について回答を得ている．これらの環境意識に関する質

問への回答の割合を図-1に示す． 

地球温暖化問題への関心については，「非常にある」

および「ややある」を含めて64%となり，多くの被験者

が地球温暖化問題への関心を示している．温室効果ガス

排出削減のための協力意向について，「非常にある」お

よび「ややある」を合わせると，労力負担意向では44%

と地球温暖化問題への関心よりも低く，時間負担意向で

は38%，費用負担意向では31%となっている．  

 

(5) 社会的同調による転換意向 

 通勤交通手段転換に関して，社会的同調性が影響する

と考えられる．そこでエコ通勤バス運行のみを実施した 

 

図-1 温室効果ガス排出削減のための協力意向の割合 

 

 

図-2 提示協力率に応じた交通手段転換意向表明率 

 

場合について，地域での協力率（交通手段転換率）と交

通手段転換意向の関係について分析する．通勤交通手段

が自動車利用である292サンプルを対象とする． 

 意向調査では，エコ通勤バスの説明に続いて，「エコ

通勤バスの運行により，温室効果ガス削減のために，こ

の地域で勤務する一部の通勤者が自動車通勤を週１回以

下に控えています．この地域で勤務する何％の通勤者が

自動車通勤を週1回以下に控えていたら，自動車通勤を

週1回以下に控えますか．」と質問している．温室効果

ガス排出削減のための費用負担意向の有無別に，提示協

力率に応じた交通手段転換意向の表明率を図-2に示す． 

 提示協力率が同一であれば，交通手段転換意向の表明

率は，「費用負担意向あり」の場合に高い．協力率を提

示した場合において，交通手段転換の可能性を示した回

答者が増加しており，交通手段転換における社会的同調

の影響がみられる．また，提示協力率10%のときには，

表明率が10%を上回っている．一方，提示協力率50%以

上の範囲では，表明率の変動はあまり大きくない．した

がって，社会的同調の影響を受けない自動車通勤者が存

在し，社会的同調の影響は逓減する傾向がみられる．  
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 3. マルチエージェントモデルの構成 

 

 本章では，既存研究でのMASモデル19) ,20)を参考として，

通勤交通手段転換とCEV普及促進が相互に影響を及ぼす

過程の観察が可能なMASモデルを構成する． 

 

(1) 全体構成および通勤交通手段転換の表現 

 通勤交通手段転換およびCEV普及促進が相互に影響を

及ぼす過程の観察を目的とするため，通勤交通手段転換

プロセスおよび車両保有プロセスを含むことが必要条件

となる．また，社会的同調効果を考慮することを念頭に，

社会的ネットワークにおける局所的相互作用を表現する

社会的相互作用プロセスが必要となる．一方，温室効果

ガス排出削減効果を計測するためには，燃料消費量算定

を含む温室効果ガス排出量推計プロセスが必要となる．

さらに，保有車種選択のタイミングを与える車両更新時

期決定のプロセスも必要である． 

 以上のような検討に基づいて，既往研究19)を参考とし

て，通勤交通手段転換プロセス，車両保有プロセス，社

会的相互作用プロセスおよび温室効果ガス排出量推計プ

ロセスを含むMASモデルを構成した．この構成の全体

フローを図-3に示す． 

通勤交通手段転換プロセスでは，交通政策による影

響を反映させた旅行時間，旅行費用などの交通サービス

水準と，個人の環境意識に加えて，社会的相互作用を考

慮して局所的エコ通勤協力率を意思決定に関わる要因と

して，通勤交通手段転換についての意思決定を表現する．

この意思決定タイミングについては，1 カ月単位と設定

する．意思決定構造については，個人の異質性を考慮し

て階層ベイズ型二項ロジットモデルの枠組みを適用する．

この通勤交通手段転換モデルの詳細については後述する． 

 

(2) 車両保有の表現 

車両保有プロセスは，車両更新期間決定モデルによ

る車両更新時点の決定，車両更新時点における保有車種

選択モデルによる保有車種更新，更新後の保有車両にお

ける燃費効率決定モデルから構成される． 

車両更新期間決定モデルでは，世帯属性，保有車両

および走行距離に対応した確率分布に基づいて，確率的

に車両更新時点を決定する．ここでは既往研究 2)で構築

された車両更新期間決定モデルを適用する．この車両更

新期間決定モデルでは，各種要因 xjの影響（係数パラメ

ータj ）も考慮できるパラメトリックな加速ハザードモ

デルの枠組が用いられている．車両更新期間の確率分布

としてワイブル分布を仮定すると，次回車両購入までの

期間 s (年)の累積確率F(s|x)は式(1)のように記述できる． 

     jj
p xpsxsF expexp1  (1) 

既往研究において，車両更新期間の平均値 4.2 年，標

準偏差 3.0 年と分析されている．また，車両更新期間決

定モデルの影響要因の係数パラメータはそれぞれ，定数

項 1.50，幼児・乳児ダミー0.29，高収入ダミー -1.05 およ

保有車種選択

保有車種

車両更新時点
局所的エコ通勤

協力率

交通手段選択

局所的
CEV保有率

CO2 排出量推計
燃費効率決定

車両更新
期間決定

局所的相互作用

旅行時間

燃費効率 CO2排出量

通勤交通手段

旅行費用

交通政策

車両保有プロセス

環境意識

自動車通勤距離

燃料消費量

関連エージェント

通勤交通
手段転換
プロセス

CO2排出量プロセス

社会的
相互作用
プロセス

社会的
ネットワーク構成

CEV普及促進策

図-3 マルチエージェント交通シミュレーションの全体構成 
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び形状パラメータ p：1.43 と推定されている．この 車両

更新期間決定モデルにより，各エージェントの車両更新

期間を決定し，車両更新時点において保有車種選択モデ

ルにより保有車種を更新する． 

保有車種選択モデルでは，世帯属性および保有車両

だけでなく，環境意識，局所的相互作用（社会的同調）

を考慮する．また，CEV 普及促進策の影響を考慮する．  

保有車種の選択肢として，EVあるいはPHVのいずれか

の車種を表す「CEV」，HVあるいは燃費25km/l以上の低

燃費型ガソリンエンジン自動車のいずれかの車種を表す

「エコカー(LV)」および一般的なガソリン車を表す「そ

の他(GV)」の3区分に整理している． 

 保有車種選択モデルは，2段階のモデル構造となって

いる．下位では，CEVを選択肢から除き，LVとGVの選

択を二項ロジットモデルで確率的に表現している．上位

では，CEVとそれ以外（LVまたはGV）の選択を，階層

ベイズ型二項ロジットモデルで確率的に表現している． 

 推定された結果として，CEV 選択モデルの上位階層

における説明要因の係数パラメータkの事後分布につい

ての基本統計量を表-1に示す． 車両価格差，環境税支払

額，航続距離向上およびCEV多様化ダミーの係数パラメ

ータ推定値は，いずれも正の領域に分布しており，妥当

な推計結果である．ログサム値の係数パラメータ推定値

についても，妥当な範囲に分布している．社会的同調を

表す「局所的CEV保有率」の係数パラメータ推定値の事

後分布は正の領域の分布が多数ではあるが，負の領域に

も分布がみられる．したがって，CEV保有に関する社会

的同調性は個人により異なり，正負両方の影響がある． 

燃費効率決定モデルでは，個人属性と保有車両に対

応した確率分布（ワイブル分布）に基づいて，確率的に

保有車両の燃費効率を決定する．既往研究において，燃

費効率に関しての基本統計量は，平均値 12.9km/l，中央

値 12.0 km/ l，標準偏差 4.5 km/ lとなっている．また，燃

費効率決定モデルの影響要因の係数パラメータはそれぞ

れ定数項 2.31，軽自動車ダミー0.431，小型車自動車ダミ

ー0.305，HVダミー0.750，30才未満女性0.304，50～64才

女性 0.273，日車両走行距離 0.002および形状パラメータ

p：3.83と推定されている． 

 

(3) 社会的相互作用の表現 

社会的相互作用プロセスでは，社会的ネットワーク

において関連するエージェントの保有車種により，CEV

保有意向に影響する相互作用効果を記述する．このとき，

社会的ネットワークを small world networkモデル 17)により

表現する．このため概念空間において近接するすべての

エージェント間を相互にリンクで結節する．概念空間で

のエージェントの相互作用の影響範囲を規定する限界距

離 Lmaxを設定し，概念空間での距離 l が Lmax以下となる 

表-1 CEV選択上位階層の係数パラメータ事後分布特性値 

 

 

エージェント間を連結する．つぎに，一定の確率でリン

クを削除して，ランダムに選択した別のエージェントと

連結しなおす．参考文献 17)に示されている例と同様に，

リンクの再連結を行う確率を 5%と設定した． 

コミュニティで局所的エコ通勤協力率 Otherw ]h[
について

は，リンクで関連づけられたエージェント数 M と，関

連エージェント m のエコ通勤交通手段利用の有無 Other
]m[

に基づいて，式(2)のように算定することとする． 

  

][

][
]h[

)(
)(

h

Other
mOther

M

t
tw


   (2) 

同様にして，コミュニティでの局所的 CEV 保有率
CEVw ]h[

については，リンクで関連づけられたエージェン

ト数Mと，関連エージェントm のCEV保有の有無 CEV
]m[

に基づいて，式(3)のように算定することとする． 

 

][

][
]h[

)(
)(

h

CEV
mCEV

M

t
tw     (3) 

 

(4) 温室効果ガス排出の表現 

温室効果ガス排出量プロセスでは，保有車両の利用

による二酸化炭素排出量を推計する．このとき，保有車

両の燃費および走行距離を考慮する．燃費消費量の算定

では，世帯属性と保有車両に対応した確率分布（ワイブ

ル分布）に基づいて，確率的に保有車両の燃費を決定す

る．二酸化炭素排出量推計では，保有車両の利用による

二酸化炭素排出量を推計する．具体的には，走行距離 d 

に単位走行距離あたりの二酸化炭素量の排出原単位 ef を

乗じて，個々のエージェントの二酸化炭素排出量 ce を

算定する．ここで，二酸化炭素量の排出原単位 ef につい

ては，CEV および CEV 以外の車両に区分して算定する．

CEV では，発電時における二酸化炭素排出量を考慮し

て，国内大手メーカーにより市販されている電気自動車

の単位走行距離あたりの二酸化炭素量の公表値

0.048kg/kmを排出原単位 efとする．CEV以外の車両では，

1km の走行により排出される二酸化炭素排出量原単位 ef 

は，ガソリン 1 l の消費による二酸化炭素排出量 ef0 

(=2.3kg/l)を保有車両の燃費 y で除して算定する．社会全

平均値 標準偏差 中央値

定数項 -4.006 11.951 -2.573
車体価格差[万円] 0.262 0.205 0.197

環境税支払額[円/月] 0.046 0.082 0.016
航続距離向上[km] 0.081 0.108 0.032
局所CEV保有率 0.245 0.253 0.171

CEV多様化ダミー 6.742 1.946 6.653
ログサム値 0.511 0.313 0.525
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体での二酸化炭素排出量は，すべての自動車利用エージ

ェントについて，二酸化炭素排出量 ce を集計すること

で算定できる． 

以上のように，社会的相互作用を考慮して，通勤交

通手段転換および CEV普及促進の過程を観察する MAS

モデルの全体構成を規定した． 

 

 

4. 通勤交通手段転換モデルの構築 

 

 本章では，交通政策に対する通勤交通手段転換意向に

基づいて，階層ベイズモデルを用いて，通勤交通手段転

換モデルを構築する． 

 

(1) 通勤交通手段転換分析のためのデータ設定 

 ここでは，交通手段転換要因を整理し，その分析のた

めのデータセットを整備する．自動車利用通勤者の代替

交通手段は，意向調査の回答によりサンプルごとに設定

した．「代替交通手段がない」と回答したサンプルにつ

いて，いずれの交通政策に対しても転換意向を示さない

サンプルについては，自動車利用固定層として分析対象

から除外した．一方，いずれかの交通政策に対して転換

意向を示したサンプルについては，「代替交通手段がな

い」と回答している場合，通勤距離2km以内では代替交

通手段を「徒歩」，それ以上の距離の場合は代替交通手

段を「公共交通利用」とした． 

  対象地域における通勤交通手段の転換要因について，

意向調査結果などから設定可能な要因について整理する．

交通サービス水準について，旅行時間ttに関しては，PT

調査結果より算出された各交通手段別の旅行速度の平均

値と，意向調査結果の通勤距離の報告値より算定する．

また自動車の旅行費用tccarに関しては，ガソリン代を140

円/ lとして，通勤距離および燃費の報告値に応じて算定

した．燃費の認知のないサンプルについては，平均値で

ある13km/lと設定した．自動車以外の交通手段利用の旅

行費用tcotherに関しては，代替交通手段が公共交通の場合

にはバス運賃表を利用して，居住地最寄バス停留所から

勤務地最寄バス停留所までの運賃を設定した．バス停留

所の認知のないサンプルについては，初期料金80円，単

位距離料金24円/kmとして，通勤距離に応じて算定した． 

 エコ通勤バス運行時の通勤交通手段転換については，

社会的同調効果と経済的インセンティブに関わる要因を

考慮して分析する．社会的同調効果に関しては，アンケ

ート調査での提示協力率を説明変数scとして設定する．

また，経済的インセンティブに関しては，固定課金，距

離課金および排出量課金の実施の有無をそれぞれダミー

変数として設定する．ここで固定課金に関しては，意向

調査で提示された課金額を旅行費用に加算している．ま

た，距離課金に関しては，提示された単位課金額と通勤

距離の積を旅行費用に加算している．排出量課金に関し

ても，提示された単位課金額と通勤距離の積を燃費で除

して，旅行費用に加算している． 

 交通サービス水準以外の要因として，性別，年齢，世

帯構成，自動車運転頻度，利用車両車種について検討す

る．これらは意向調査の一部の選択肢を集約して，ダミ

ー変数として設定した．また，地球温暖化防止のための

協力意向に関しては、「非常にある」「ややある」の回

答を集約し，ダミー変数として設定した．以上のような

設定により，意向調査において回答の得られたデータを

用いて，通勤交通手段転換に関する分析を実行する． 

 

(2) 通勤交通手段転換モデルの構造 

 通勤交通手段転換モデルを構築するにあたり，個人の

異質性を明示的に組み込んだ分析フレームとして，階層

ベイズモデルを適用する．階層ベイズモデルでは，上位

階層において，効用関数における説明変数の係数パラメ

ータがサンプルごとに異なると仮定する．一方，サンプ

ルごとの係数パラメータは，いくつかの属性に関連づけ

て説明可能であると仮定し，下位階層において，係数パ

ラメータと属性の関係が線形回帰モデルとして表現され

る．各階層における係数パラメータは，ベイズ推定によ

りパラメータの事後分布が推定可能となる． 

ここでは，この階層ベイズモデルの枠組みを利用して，

交通行動者の通勤交通手段選択における意思決定構造を

記述する．上位階層において，各交通手段の効用関数に

おける説明変数として，旅行時間 tt，旅行費用 tc，エコ

通勤協力率（社会的同調性）scおよび定数項を採用する．

したがって，交通行動者 hについての自動車利用の確定

効用を式(4)，エコ通勤（自動車以外）の確定効用 を式

(5)のように表すことができると仮定する． 

     [h]car,][[h]car,][
car

[h] tcttV tc
h

tt
h       (4) 

    
.

][][][

[h]other,][[h]other,][
other

[h]

const
hh

sc
h

tc
h

tt
h

sc

tcttV








    (5) 

 ここで，
const
h

sc
h

tc
h

tt
h ][][][][ ,,,  は，交通行動者 h に

ついてのそれぞれの説明変数の係数パラメータである． 

 つぎに下位階層において，それぞれの説明変数の係数

パラメータは，交通行動者hの属性に関連づけて説明可

能であるとし，式(6)のように記述できると仮定する． 

 j
h

m
mj

j
h u ][[h] m,,][ z     (6) 

 j,m：要因 jの係数 jに係る属性Zm の係数パラメータ， 
j
hu ][ ：要因 jの係数 jについての誤差． 
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また，この誤差項は正規分布すると仮定して，以下の

ように表すことができる． 

 ),0(~][ j
j
h Nu     (7) 

N( )：正規分布関数， j：要因 jの係数 jの標準偏差． 

以上のように，社会的同調性および個人の異質性を明

示的に組み込んだ構造とした． 

 

(3) 階層ベイズモデルパラメータのベイズ推定 

 下位階層の線形回帰モデルのパラメータベクトル  

および  についての同時事前分布を f ( , ) とする．

通勤交通手段転換の交通行動者hの状況sにおける選択結

果データyh,sのベクトルYと，説明変数データベクトルXh,s 

が与えられたとき，同時事後分布f ( , | Y) は，ベイズ

の定理に基づいて，同時事前分布と尤度の積に比例する

ことから，以下のように表される． 

 
  











H

h

S

s
sh

j
h

J

j
h

j
h XPzff

Yf

1 1
,][

car
[h]

1
][ ),(),,(),(

),(





 

     (8) 

 このとき，効用関数の係数パラメータの条件付き事後

分布は以下のように表すことができる． 









S

s
sh

j
h

J

j
h

j
h

hhhJj
j
h

XPzf

Xyzf

1
,][

car
[h]

1
][

,,,1][

),(),,(

),,,(




  (9) 

 ベイズ統計のモデリングでは，共役事前分布とマルコ

フ連鎖モンテカルロ法（MCMC法）を適切に組み合わ

せることで，パラメータ事後分布の効率的な推定が可能

となっている．しかしながら，階層ベイズ型二項ロジッ

トモデルのパラメータ推定に関しては，式(9)の評価に

共役関係が利用できない．このため，Rossi, et. al.22)により

階層ベイズロジットモデルのパラメータ推定法が開発さ

れている．ここで，効用関数の係数パラメータの推定は

Metropolis-Hastings法であるランダムウォークアルゴリズ

ムによりサンプリングを行っている．また下位階層の線

形回帰モデルについての係数パラメータの推定ではギブ

スサンプラーを用いてサンプリングしている．詳細につ

いては，参考文献(22)および参考文献(18)を参照されたい． 

 このアルゴリズムによる具体的な計算では，20,000 回

の繰り返し計算を行い，初期値の影響を避けるため推定

開始から2,000回までを推定結果の対象外としている． 

 

(4) モデルパラメータの推定結果 

階層ベイズモデルのモデル構造の選択では，周辺尤度

が最大となるモデルを選択することが提案されている22)．

周辺尤度とは，ベイズ推定において，与えられたモデル 

表-2 交通手段転換下位階層の係数パラメータ事後分布特性値 

 

表-3 交通手段転換上位階層の係数パラメータ事後分布特性値 

 

 

により，観測された選択結果と同一の選択状況が推計さ

れる確率を表している23)．実際のモデル選択では，周辺

尤度を対数変換した対数周辺尤度が用いられる．具体的

な対数周辺尤度の計算は，Gelfand & Deyの方法24)を用

いることとした．説明変数の組み合わせについて試

行を繰り返した結果として，上位階層においては定数

項と3種類の説明変数すべてを採用し，下位階層におい

ては説明変数として温室効果ガス排出削減のための費用

負担意向のみを採用した場合に，対数周辺尤度が最大と

なった．このため，この説明変数の組み合わせで構築し

たモデルを採択することとした． 

説明要因 jの係数パラメータjに係る属性Z のパラメ

ータ jの事後分布の推定結果について，属性Z として

費用負担意向についての係数パラメータ推定値の事後分

布の推定結果を表-2に示す．社会的同調性に関しては，

費用負担意向は正の影響を与えている傾向がみられる．

また，定数項についても，費用負担意向は正の影響を与

えている傾向がみられる．したがって，環境意識は交通

手段転換意向に直接的にも関係することがわかる．一方，

旅行時間，旅行費用に関しては影響の正負が明確でない． 

旅行時間 旅行費用
エコ通勤
協力率

定数項

平均値 -0.058 -0.001 0.075 1.583
標準偏差 0.057 0.011 0.029 0.787

2.5% -0.18 -0.02 0.02 0.10
5% -0.16 -0.02 0.03 0.32

中央値 -0.06 0.00 0.07 1.56
95% 0.03 0.02 0.12 2.90

97.5% 0.046 0.02 0.13 3.16

費用負担意向

旅行時間 旅行費用
エコ通勤
協力率

定数項

平均値 -5.916 -8.013 1.017 -2.196
標準偏差 4.380 0.620 0.270 3.330
最小値 -10.779 -18.484 -3.946 -45.690
5%値 -9.401 -15.717 -2.993 -34.968

10%値 -8.799 -14.329 -2.453 -29.456
25%値 -7.587 -10.745 -0.698 -21.655
中央値 -6.265 -8.461 1.088 3.395
75%値 -4.007 -6.010 2.800 10.797
90%値 -2.865 -0.212 3.984 18.790
95%値 -2.212 0.810 4.567 23.621
最大値 -0.946 6.059 5.907 43.505
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 つぎに，効用関数についての説明要因の係数パラメー

タ推定値の事後分布の特性値を表-3に示す．旅行時間に

ついては，負の領域に分布しており，妥当な推定結果で

ある．旅行費用の係数パラメータ推定値では，大半が負

の領域に分布しており，概ね妥当な推計結果であると考

えられる．ただし，一部ではあるが，係数パラメータ推

定値が正の値となる不合理な結果が混在していることに

留意する必要がある．これは経済的インセンティブ政策

に対応した交通手段転換意向が示されないサンプル（自

動車キャプティブ層）が存在することを意味している． 

エコ通勤協力率（社会的同調性）の係数パラメータ推

定値の分布を図-4に示す．全体としては正の領域の分布

が多数ではあるが，負の領域にも分布がみられる．した

がって，社会的同調性は個人により異なり，正負両方の

影響があることがわかった． 

 

 

5. シミュレーションによる推計 

 

 本章では，これまでに構築したMASモデルを用いて，

通勤交通転換状況，CEV普及状況の推移および二酸化炭

素排出削減量を推計する． 

 

(1) シミュレーションの条件設定 

意向調査の対象地域である徳島都市圏を参考に，地

方都市圏における通勤交通手段転換および CEV 普及状

況の推移を推計するためのシミュレーション条件を設定

する．交通行動者（エージェント）については，当該サ

ンプルのそれぞれの質問項目に対する回答に基づいて，

属性を設定した．基本エージェントを均等に複製するこ

とで，合計100,000人を設定した．推計期間は，1サイク

ルを 1 週間単位とし，10 年後（520 週）までの推移を観

察することとした．シミュレーションケース設定として

は，無政策ケースを比較対象として，排出量課金ケース

を設定した．排出量課金ケースでは，ガソリン 1リット

ルあたりの消費に対して 10 円～50 円の課税がなされる

ことを想定する． 

 

(2) シミュレーション結果 

CEV 保有割合の推移を図-5 に示す．無政策での最終

的なCEV保有割合は4％程度となり，次期の車両更新時

の最上位候補車両についての意向調査結果と概ね一致し

ている．排出量課金ケースでは，いずれも期間前半の保

有率の増加に対して，期間後半では増加率が逓減する．

また，排出量課金額に対応して，最終時点での CEV 保

有割合は増加する．排出量課金額が 10円/lの場合でも，

最終的な CEV 保有割合は 21％程度と増加する．課金額

が 40円/lまでの場合では，10円/lの課金額の増加に対し 

 
図-4 社会的同調性の係数パラメータの事後分布 

 
図-5  CEV保有推移の推計結果 

 

 
図-6  交通手段転換率推移の推計結果 

 

て，最終的な CEV 保有割合は 10％程度ずつ増加する．

課金額が50円/lとなると，CEV保有割合の増加は抑制さ

れた結果となっている． 

交通手段転換割合の推移を図-6に示す．いずれの設定

についても，交通手段転換率は初期より減少する傾向が

みられる．また課金額によるエコ交通手段利用率の差異

は明確には見られない． 

保有車両の利用にともなう二酸化炭素排出量を比較す

る．初期時点での二酸化炭素排出が 10 年間継続した場

合の総排出量を 100%として，10 年間での二酸化炭素排
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出削減量の割合を図-7に示す．無政策ケースにおいても，

低排出車両（エコカー）の普及によって，二酸化炭素排

出量は 18％程度の削減となっている．排出量課金に関

しては， CEV 普及率が高くなるにしたがって，二酸化

炭素排出量は減少する傾向がみられる． 

 

 

7. おわりに 

 

 本研究では，温室効果ガス排出削減に向けた交通政策

に対する通勤交通手段転換意向および CEV 保有意向に

ついての調査結果に基づいて，個人の異質性および社会

的同調性を考慮して交通行動者の意思決定構造をモデル

化し，交通手段転換および CEV 保有の推移へ与える影

響を定量的に把握した．本研究の成果は，以下のように

整理できる． 

[1] 通勤交通手段選択および保有車種選択に関わる要因

として環境意識だけでなく「社会的相互作用」を考

慮して，温室効果ガス排出削減効果を計測する枠組

みをマルチエージェント交通シミュレーションとし

て構成した．特に，局所的な社会的同調性を要因と

した階層ベイズ型選択モデルに関して，その具体的

な社会的相互作用の波及過程を明示的に表現するた

めの枠組みとしてのマルチエージェントシミュレー

ションの適用方法を提示した． 

[2] 階層ベイズ型二項ロジットモデルの枠組みを適用す

ることで，交通サービス水準および社会的同調性に

関する通勤交通手段転換への影響についての個人の

異質性を表現するとともに，環境意識との関係を明

示的に記述できた．個人の異質性を考慮することで，

社会的同調性について個人により正負それぞれの影

響を表現できた． 

[3] 温室効果ガス排出削減に向けた交通政策として，公

共交通サービス水準の向上のためのエコ通勤バス 

(BRT)の運行に加えて，経済的インセンティブ政策と

しての排出量課金について通勤交通手段転換および

CEV 保有に与える影響を把握した．課金額に相応し

て，転換意向形成が促進されるが，その効果は課金

額に対して逓減することがわかった． 

 今後の課題としては，以下の 2点が挙げられる． 

[1] 通勤交通手段選択モデルと保有車種選択モデルを統

合することで，通勤交通手段選択と保有車種選択の

相互関係を明示的に考慮して，交通政策の効果の推

移を観察可能とすることが望まれる． 

[2] 交通政策による交通手段転換者数と交通渋滞の関係，

交通渋滞と温室効果ガス排出量の関係を明示的に考

慮し，交通政策の温室効果ガス排出削減効果を適切

に推計可能とすることが望まれる． 

 

図-7 期間全体での二酸化炭素排出量の削減比率 
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